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なかの軍隊 9（地域社会編）』（吉川弘文館、2015 年）の参考文献（51 ～ 53 頁）が近年の研究動向を示し
ている。また中国における日本居留民のアヘン・麻薬関与に関しては小林元裕『近代中国の日本居留民』（吉

























地から居留民を一時撤退・避難させたため 7、1937 年 7 月 1 日現在 42,575 名だった華北の日本居留
民人口は一時的に急減した 8。しかし、戦線が拡大して華北の主な鉄道沿線都市が日本の占領下に
入ると、そこでの一儲けを狙って一旗組が流入し、さらには治安の沈静化を待って日系企業が進
出すると、1940 年 7 月には 30 万人を突破するまでに居留民人口が増大した（表 1）。
　1938 年 11 月以降、日本の国策会社である北支那開発株式会社を筆頭に、華北交通、華北電信
電話、華北石炭などが設立されていき、そこでの仕事に従事する日本人が日本本国からだけでな
く、「満洲国」さらには日本植民地下の朝鮮から渡っていった。
　1940 年 6 月 1 日現在で、500 名以上の日本人が在留した華北の都市は 42 に上り、その日本居
留民人口の合計は 279,555 名で華北の居留民総人口 301,904 名の 92.6％を占め、残りの 1 割弱が
約 400 か所の都市に分散していた 9。地域別分布は張家口、大同、厚和、包頭などの蒙疆地区に日
本居留民総人口の 13.4％、その他、河北省に 51.7％、山東省 19.5％、山西省 7.8％、河南省 4.5％、








の 63 名が出席して 1940 年 7 月 18、19、20 日の 3 日間に渡って開催された。
7　前掲「日中戦争と華北の日本居留民」355、363 頁。
8　『外務省警察史』では、日本居留民の人口を 1937 年 7 月 1 日の 43,108 人から同年 10 月 1 日には 22,575





年月 区分 日本人 朝鮮人 台湾人 計
1937/7/1
戸数 ― ― ― ―
人口 34,422 7,986 167 42,575
1938/7 末
戸数 22,603 6,148 105 28,856
人口 72,762 19,078 320 92,160
1938/12 末
戸数 24,304 7,050 150 31,504
人口 106,232 24,179 451 130,862
1939/12 末
戸数 61,360 13,100 182 74,642
人口 179,962 48,262 633 228,857
1940/6/1
戸数 79,862 18,895 296 99,053
人口 231,836 69,173 895 301,904
※出典：在中華民国（北京）日本帝国大使館警務部『昭和十五年七月　北支領事館警察署　第
二回保安主任会議議事録』257 頁から作成。
表 1　華北日本居留民人口増加状況調査表（1940 年 6 月 1 日現在、単位：戸、人）
口の 42.9％が集中していた 10。
　民族的にみると 1940 年 6 月 1 日現在で日本人 231,836 名、朝鮮人 69,173 名、台湾人 895 名で、
それぞれの総人口に占める割合は 76.8%、22.9%、0.3% で、同時期の地域分布は表 2 のようであっ
た。河南省では人口数において朝鮮人が日本人を上回り、江蘇省でも朝鮮人が 4 割以上を占めた。
なかでも徐州では日本人人口 2,380 名に対し朝鮮人 4,373 名、開封では日本人 3,387 名に対し朝





総計 1 戸当たり平均人口数日本人 朝鮮人 台湾人
蒙疆地区 15,763 36,335 4,157 46 40,538 2.60 人
河北省 48,041 115,030 40,486 687 156,203 3.24 人
山東省 19,546 52,164 6,621 147 58,932 3.01 人
山西省 9,006 17,073 6,323 5 23,401 2.04 人
河南省 3,760 6,047 7,526 0 13,573 3.34 人
江蘇省 2,937 5,187 4,060 10 9,257 3.11 人




表 2　日本居留民民族別人口分布表（1940 年 6 月 1 日現在）
　1 戸当たりの平均人口数は、蒙疆地区や山西省では華北の他地域と比べて少なく、また華北全
体でも日本国内より低いが、これは治安状況、家屋不足、教育機関・衛生施設の不整備が原因と













表 3　日本居留民団・居留民会・日本人会の状況調査表（1940 年 6 月 1 日現在）
名称 設立年月日 名称 設立年月日
張家口居留民団 1940/3/18 青島居留民団 1923/3/1
宣化居留民会 1938/8/ 高密居留民会
大同居留民会 1938/ 坊子居留民会 1915/7/
厚和居留民会 1938/3/ 膠州居留民会 1940/2/
集寧居留民会 1940/2/13 濰県居留民会 1939/6/
豊鎮居留民会 1940/ 芝罘居留民会
包頭居留民会 1938/7/28 南口居留民会 1926/3/26
威海衛居留民会 1939/3/7
北京居留民団 1938/9/1
南口居留民会 1939/6/6 済南居留民団 1915/9 民 会 設 立、1937民団に変更
長辛店居留民会 1938/7/7 済南朝鮮人民会 1938/
南苑居留民会 1939/4/ 徳州居留民会 1938/8/5








郎坊日本人会 1940/4/29 石家荘居留民団 1940/4/1
滄州日本居留民会 1938/7/ 順徳居留民会




秦皇島居留民会 1934/6/27 臨汾居留民会 1939/2/11
唐山居留民会 1933/
掛蘭峪日本人会 1939/4/12 徐州居留民会 1939/7/13
古冶居留民会 1940/4/1 開封居留民会 1938/8/
蘆台農村協同組合 新浦居留民会 1939/4/29
出典：在中華民国（北京）日本帝国大使館警察部『昭和十五年七月　北支領事官警察署第二回保安主任会議
議事録』326 ～ 330 頁から作成。




　表 3 から明らかなように、日中戦争勃発前から存在していた居留民団は天津、青島、済南の 2
か所、居留民会は坊子、南口、唐山、秦皇島の 4 か所、そして日本人会は青州の 1 か所に過ぎな
かった。日中戦争勃発後に北京、張家口、済南、石家荘は居留民会から民団に昇格し、その他は
日本軍による占領を追うかたちで各地に組織が設立されていった。1940 年 6 月 1 日現在で、華
北には居留民団 6、居留民会 40、日本人会 6、朝鮮人民会 1 の計 53 団体が存在し、特殊な組織
















　1940 年 5 月現在、華北における在郷軍人の聯合支部系統は次のように構成されていた。東京
の帝国在郷軍人会本部を頂点に、その下に北支那聯合支部（多田部隊本部）が置かれ、この下に
10 の支部が北京、天津、済南、青島、蒙疆、大同、太原、石門、新郷、徐州に置かれ、この下
に 7 つの聯合分会 ―北京、天津、済南、青島、張家口、大同、石門―と支部直轄の地方分会が
置かれた。さらに聯合分会の下に直轄の地方分会が置かれ、全入会員数 25,590 名に達した 20。な





された蘆台模範農村に 1939 年 12 月に設立された組織で、農民全員が加盟し、農村における教育、衛生、
農事、金融等の施設経営に当たった（小林元裕「華北在留朝鮮人と蘆台模範農村」〔松本ますみ編『中国・
朝鮮族と回族の過去と現在』創土社、2014 年〕66 頁）。









表 4　華北の在郷軍人会一覧表（1940 年 5 月現在）







北京支部 1936/2/13 5,447 135（53）
北京市聯合分会
北京市聯合分会 1938/11/3 4,676 105（44）
北京分会 1924/11/29 1,217 16
軍司令部分会 1938/10/1 824 12（32）
華北電々分会 1938/10/1 351 7（12）
北京航空分会 1938/10/1 165 9
北京鉄道第一分会 1939/7/1 850 35
北京鉄道第二分会 1939/7/1 348 9
北京鉄道第三分会 1939/7/1 283 3
北京鉄道第四分会 1939/7/1 201 4
北京鉄道第五分会 1939/7/1 437 10
古北口分会 1934/8/20 56 3
通州分会 1938/7/5 59 3
豊台分会 1938/7/7 255 7
長辛店分会 1938/7/7 136 5
南口分会 1939/11/3 186 ７（９）
石景山分会 1940/1/1 79 5
天津支部
天津支部 1914/3/31 5,380 116（200）
天津聯合分会
天津聯合分会 1939/3/10 4,286
天津分会 1914/3/31 2,300 17（102）
天津鉄道第一分会 1939/3/10 597 15（50）
天津鉄道第二分会 1939/3/10 320 8（25）
天津鉄道第三分会 1939/3/10 212 8（19）
天津鐘紡公大第六廠分会 1939/3/10 70 3
天津鐘紡公大第七廠分会 1939/3/10 67
天津海河分会 1939/3/10 144 8
天津東洋製紙分会 1939/3/10 78 7
天津華北分会 1939/7/29 358 18
華北電々分会 1939/3/10 140 3（4）
塘沽 1929/9/23 148
唐山 1934/4/29 261 13
秦皇島 1938/7/7 126 6





済南支部 1935/4/29 2,413 ＊ 55（17）＊
済南聯合分会
済南聯合分会 1939/10/15 1,712 33
済南分会 1916/4/19 412 9
済南鉄道第一分会 1939/9/15 423 9
済南鉄道第二分会 1939/9/15 408 7
済南鉄道第三分会 1939/9/15 210 3
済南鉄道第四分会 1939/9/15 259 5
徳県分会 1939/1/4 115 5
博山分会 1918/5/12 57 3
兗州分会 1940/2/11 184 5（10）
張店分会 1916/9/17 239 5（17）





青島支部 1916/3/10 2,708 104
青島聯合分会
青島聯合分会 1939/7/7 2,572 98
青島東部分会 1939/7/7 435 15
青島中部分会 1939/7/7 672 18
青島西部分会 1939/7/7 589 19
青島海軍分会 1939/8/20 138 10
青島北交第一分会 1939/7/7 172 7
青島北交第二分会 1939/7/7 225 11
青島北交第三分会 1939/7/7 98 5
四方分会 1935/4/29 120 6
滄口分会 1914/11/ 123 7
坊子分会 1916/10/31 58 5
芝罘分会 1937/3/10 78 1
蒙疆支部
蒙疆支部 1938/6/1 2,444 74
張家口聯合分会
張家口聯合分会 1938/11/6 2,444 74
河東分会 1938/11/6 236 9
軍分会 1938/11/6 189 4
河西分会 1938/11/6 316 13
政府分会 1940/3/10 363 11
察南政庁分会 1940/3/10 303 12
鉄道分会 1938/11/6 738 8
宣化分会 1938/11/6 231 10
張北分会 1939/10/8 68 7
大同支部
大同支部 1940/4/1 1,180 ＊ 27 ＊
大同聯合分会
大同聯合分会 1939/11/26 1,180 27
大同第一分会 1939/11/26 336 4
大同第二分会 1939/11/26 89 4
晋北政庁分会 1939/11/26 160 6
大同鉄道分会 1939/11/26 379 8
大同炭砿分会 1939/11/26 216 5
平地泉分会 1939/11/3 95 5
厚和分会 1938/4/3 620 9
包頭分会 1938/3/10 500 10
豊鎮分会 1940/4/29
太原支部
太原支部 1939/8/25 1,985 31
太原分会 1938/9/24 1,464 24
楡次分会 1939/3/17 112
陽泉分会 1939/3/26 187
臨汾分会 1939/8/15 222 7
石門支部
石門支部 1939/10/14 1,697 55（9）＊
石門市聯合分会
石門市聯合分会 1940/3/16 973
石門分会 1938/8/8 478 14
石門交通分会 1940/3/16 495 11
保定分会 1938/8/1 249 13
定県分会 1939/3/10 42 　
順徳分会 1939/10/18 155 3（3）
彰徳分会 1939/11/3 278 14（4）
新郷支部
新郷支部 1940/2/11 452 27
新郷分会 1939/7/7 168 10
開封分会 1939/9/24 236 12
帰徳分会 1940/1/8 48 5
徐州支部
徐州支部 1940/3/29 498
徐州分会 1938/9/1 302 5（12）
海州分会 1940/3/10 196
出典：『在中華民国（北京）日本帝国大使館警察部『昭和十五年七月　北支領事官警察署第二回保安主任会議議





　1939 年 8 月、日本帝国大使館警察部は多田部隊から在郷軍人名簿の作成を依頼されたが、在
郷軍人は日本国内において 1 万人につき 1 日平均で約 300 名が異動するといわれ、華北ではそれ
以上に転出入率が高いので、名簿の修正あるいは新規作成が必要とされた 21。在郷軍人分会未入
会者も相当数存在したと考えられ、1940 年 7 月現在で華北在勤中の領事館警察のうちで入会者




















表 5　華北の国防婦人会一覧表（1940 年 5 月現在）












































山海関支部 1935/3/7 802 （28）
山海関支部
山海関分会 1935/3/7 352 （5）
秦皇島分会 1935/7/5 114 （5）
昌黎分会 1938/2/11 51 （7）
灤県分会 1937/8/1 48
古冶分会 1940/2/11 72 （6）
唐山分会 1937/4/3 165 （5）
滄州分会 1939/11/10 123
済南地方本部 1940/4/10 3,517 67（94）
済南地方本部
済南第一分会 1940/4/10 440 9（18）
済南第二分会 1940/4/10 531 12（22）
済南第三分会 1940/4/10 185 6（20）
済南第四分会 1940/4/10 313 7　（7）
済南鉄道分会 1940/4/10 1,112 10（27）
張店分会 1927/4/30 ＊ 221 7 
博山分会 1936/4/29 53
淄川分会 1936/4/29 96 4 
徳県分会 1939/11/3 172 6 
兗州分会 1938/10/7 114 3 
済寗分会 1939/4/29 86




青島地方本部 3,714 ＊ 64 
青島地方本部
青島支部 1936/2/11 3,236 ＊ 54 
青島支部
青島第一分会 384 6 
青島第二分会 141 3 
青島第三分会 358 7 
青島第四分会 202 3 
青島第五分会 666 5 
青島第六分会 339 5 
青島第七分会 269 4 
青島第八分会 225 2 
魯東分会 115 5 
四方分会 1936/2/11 280 7 
滄口分会 1936/2/11 256 7 








張家口支部 1,355 12 
張家口支部
河東分会 538 4 
河西分会 442 4 
鉄道分会 375 4 
晋北支部 1,304 54 
晋北支部
大同南分会 1937/10/15 450 20 
大同北分会 1937/10/15 480 20 
口泉分会 1940/3/5 170 4 
朔県分会 1938/5/25 104 6 
岱岳鎮分会 1939/2/11 87 3 
左雲分会 1939/1/20 13 1 
宣化分会 192 4 
張北分会 1937/11/3 65 5 
康荘分会 1940/5/5 40
蔚県分会 1938/6/26 29 1 
右玉分会 1939/2/11 6 1 
豊鎮分会 1938/4/15 72 6 
平地泉分会 1939/11/10 93 4 
厚和分会 1938/3/10 503 7（43）
包頭分会 1938/2/11 403 8（28）
太原地方本部 1940/5/28 2,421 39 
太原地方本部










陽泉分会 1938/6/25 268 6 
石門地方本部 1940/5/27 2,702 51（6）
石門地方本部
石門分会 1938/1/10 1,500 16 
保定分会 1938/11/20 483 14（6）
定県分会 1938/3/10 50 1 
順徳分会 1938/7/23 200 9
彰徳分会 1938/12/5 280 5 
邯鄲分会 1939/11/10 167 5 
武安分会 1939/7/23 22 1 
新郷地方本部 1,252 35 
新郷地方本部
新郷分会 1938/4/29 493 7 
吸県分会 1939/11/9 63 4 
輝県分会 1939/12/15 22 2 
沁陽分会 1939/12/1 80 4 
開封分会 1939/9/24 374 10 
帰徳分会 1939/1/15 128 6 
淇県分会 1940/2/11 18 2 
焦作分会 1938/12/21 74
徐州地方本部 1940/6/29 753 12 
徐州地方本部
徐州分会 1938/9/10 555 9 
海州分会 1939/4/29 167 3 
碣山分会 1939/7/12 31
出典：『在中華民国（北京）日本帝国大使館警察部『昭和十五年七月　北支領事官警察署第二回保安主任会議議





　華北の国防婦人会は 1940 年 4 月 29 日にそれまでの支部を地方本部、聯合分会を支部に改称し
た。東京に総本部を置き、多田部隊本部に北支本部、その下に北京、天津、済南、青島、蒙疆、
太原、石門、新郷、徐州の 9 か所に地方本部、その下に地方本部直轄の分会と 6 か所（北京、天
津、山海関、青島、張家口、晋北）の支部、さらにその下に支部直轄の分会が置かれた 26。1940
年 5 月現在における国防婦人会の会員数等は表 5 のとおりである。地方本部、支部の下に 112 分





と活動を拡大していったわけだが、日中戦争勃発前、華北には 1935 年 3 月の山海関を筆頭に、















































年齢 17 歳から 40 歳まで、兵役に耐えぬ者を除いて、すべて兵役に服すこと」を定めていた 33。
したがって中国に居住していても「本籍」を日本に置いている限り、日本人男子はこの兵役から
逃れられなかった。
　日本国外で行われた徴兵検査については加藤陽子が朝鮮、台湾及び「満洲国」で 1939 年と 40
年に行われた事実を 1941 年 2 月 14 日の兵役法改正に際して陸軍が行った説明から、「現在留地
徴集主義」として紹介しているが、それ以外の徴兵検査については論及していない 34。それでは
華北で徴兵検査は実施されたのだろうか。
　華北でも 1939 年から徴兵検査が実施されたと考えられ、同年 1 月まで天津、済南、青島の 3
領事官が徴兵事務官を務めた。日本人人口の増加に伴って同年 1 月 9 日に陸軍省令が改正される




　1940 年度の徴兵検査は 5 月 4 日から 6 月 30 日にかけて華北 9 か所で実施された（表 6）。華北
在留日本人青年人口の増加により、前年度に比べ 1,802 名増の 4,282 名が検査に出願した。
















丁数 甲種 一乙 二乙 三乙 丙種 丁種 計
天津 5 月 4 ～ 8 日 701 7 6 688 281 206 132 38 29 2 688
済南 5 月 11 ～ 13 日 351 4 1 346 157 106 56 15 8 4 346
青島 5 月 17 ～ 19 日 294 1 8 385 156 122 74 18 13 2 385
徐州 5 月 21 日 115 1 1 113 52 35 20 1 4 1 113
石門 5 月 29、30 日 234 1 2 231 95 87 39 5 5 0 231
太原 6 月 2 ～ 4 日 375 5 3 367 166 105 68 21 6 1 367
厚和 6 月 10 日 110 2 1 107 40 38 19 7 2 1 107
張家口 6 月 13 ～ 17 日 607 5 10 592 222 194 118 45 10 2 592
北京 6 月 21 ～ 30 日 1,396 13 32 1,351 475 439 306 88 41 2 1,351
計 4,283 39 64 4,180 1,644 1,332 832 238 119 15 4,180
備考：1．検査実数 33 日間、2．1939 年度 2,387 名に比べ 1,802 名増加した。
出典：在中華民国（北京）日本帝国大使館警察部『昭和十五年七月　北支領事官警察署第二回保安主任会議議事録』
346、362、363 頁。
　1940 年度の場合、出願者数 4,283 名中、病気その他・出願取消による不参加者数 103 名を除く
4,180 名が検査対象となった。その結果は、甲種 1,644 名、第一乙種 1,332 名、第二乙種 832 名、
第三乙種 238 名、丙種 119 名、丁種 15 名で、甲種、第一乙種は現役、第一乙種の一部は特殊任
務を有する第一補充兵（入隊を要するもの）、第二乙種は第一補充兵、第三乙種は第二補充兵、
丙種は第二国民兵、丁種は兵役免除であった 36。
　それぞれの全体における割合は、甲種 39.3％、第一乙種 31.9％、第二乙種 19.9％、第三乙種 5.7％、
丙種 2.8％、丁種 0.4％であった。戦時と平時の比較になってしまうが、内地及び樺太において
確認しうる最後の数値である 1935 年の数字は、甲種 29.7％、第一乙種 11.5％、第二乙種 20.5％、
丙種 31.8％、丁種 6.3％、戊種 0.3％であり 37、華北は甲種、第一乙種の割合が高く、丙種、丁種の
それが極めて低かった。ここから華北在留の満 20 歳男子は「身体強健」な傾向を持っていたと
指摘できる。
　その一方で受検者の 1.7％に当たる 72 名が「花柳病」すなわち性病に罹っており、その内訳は
淋病 35 名、下疳 25 名、梅毒 12 名であった 38。この数字は、既往患者を含んでいないので、それ
を含めれば数字はさらに上昇したと考えられる。西村中佐はこの事態を「内地に比し在留壮丁中
花柳病患者高率なるは青年指導上憂慮に堪へざる次第にして之か監督指導的立場にある責任者の

























　本稿は 2013 ～ 15 年度国際学部共同研究「東アジアにおける日本政府の政策の変化（1905 ～
1945 年）」の研究成果である。
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